
   市町村海岸漂着物等地域対策推進事業実施要領 

 

第１ 目的 

 本要領は，市町村海岸漂着物等地域対策推進事業費補助金交付要綱（平成２７年４月１日施行。以

下「交付要綱」という。）第２第３項の規定に基づき，同第１項の事業の実施に関して必要な細目等

を定めることにより，海洋ごみ対策を総合的かつ効果的に推進することを目的とする。 

 

第２ 事業の実施方法等 

 (1) 対象事業の要件 

   市町村等（一部事務組合及び広域連合を含む。以下同じ。）が行う交付要綱別表の第２欄に掲

げる事業であること。各事業における補助対象経費及び県の補助率は交付要綱別表の第４欄及び

第５欄のとおり。当該事業は，美しく豊かな自然を保護するための海岸における良好な景観及び

環境並びに海洋環境の保全に係る海岸漂着物等の処理等の推進に関する法律（平成２１年法律第

８２号。以下「海岸漂着物処理推進法」という。）第１４条に基づく地域計画（以下「地域計画」

という。）を作成している(事業実施後速やかに作成する場合を含む。）都道府県及びその管下の

市町村において実施できるものとする。なお，海洋ごみ（海岸漂着物処理推進法第２条第３項に

規定される「海岸漂着物等」をいう。ただし，水底土砂は除く。以下同じ。）の回収・処理に係

る事業のうち海岸漂着物等の回収・処理に係る事業については，原則として海岸漂着物処理推進

法第１４条第２項に規定する海岸漂着物対策を重点的に推進する区域において効率的に実施す

るものとし，事業を行う地域の選定にあたっては，その地域の利活用状況や，海岸漂着物等の量

を踏まえて決定する。また，海洋ごみの発生抑制対策に係る事業の補助対象経費は，補助対象経

費の総額の１割以上となるよう努めるものとする。 

 

 (2) 事業に適用する補助率 

   各事業に適用する補助率については，以下のとおりとする。 

  ① 事業主体の区域内で事業を行う場合であって，事業を行う地域区分（同一の補助率が適用される

地理的範囲。以下同じ）ごとの事業費が明らか（区分経理又はその他合理的な方法により明確に区

分できる場合をいう。）となる場合は，それぞれの地域区分ごとの補助率を適用する。 

  ② 事業主体の区域内で事業を行う場合であって，事業を行う地域区分ごとの事業費が明らとならな

い場合は，事業を行う地域に適用される補助率の中で最も低い補助率を適用する。 

  ③ 事業主体の区域外で事業を行う場合は，事業主体に適用される最も低い補助率を適用する。 

 

第３ 事業報告書の作成及び提出 

 市町村等は，当該年度において実施した市町村海岸漂着物等地域対策推進事業の個別・具体的な内

容を記載した事業報告書を，別紙様式１から８により，宮城県環境生活部長に対し，当該年度の翌年

度の４月末までに提出すること。 

 

第４ その他 

宮城県環境生活部循環型社会推進課長（以下「循環型社会推進課長」という。）は，第２（１）に

定める事項を考慮のうえ，補助金の交付に係る事務を行うものとする。また，この要領に定めるもの



のほか，事業に関し必要な事項は，循環型社会推進課長が定めるものとする。 

 

   附 則 

 この実施要領は，平成２７年４月１日から施行する。 

   附 則 

 この実施要領は，平成２８年１月２９日から施行する。 

   附 則 

 この実施要領は，平成２８年４月１日から施行する。 

附 則 

 この実施要領は，平成２９年１２月２２日から施行する。 

附 則 

 この実施要領は，平成３１年３月１５日から施行する。 

 



【別紙1】　海岸漂着物等の回収・処理の状況 
回収量
（重量）

回収量
（容積）

都道府県 市町村
一部事務

組合
広域連合 海岸名

清掃回
数

崖・
磯・珊
瑚礁

砂(礫)
浜

干潟・
湿地・
マング
ローブ

垂直
護岸
（人工
海岸）

その
他の
人工
海岸

県補助基本額
(千円）

県補助率
県補助金
(千円）

市町村負担
（千円）

島しょ

半島
振興
法対
象地
域

過疎
法対
象地
域

有明・
八代
法対
象地
域

その
他

都道府
県

市町村 その他 （単位：t) （単位：m3）

連番を記載
して下さい。

都道府県名
又は市町村
名を記載し
て下さい。
（一部事務
組合及び広
域連合を含
む）

都道府県又
は市町村
（一部事務
組合及び広
域連合を含
む）の事業
名を入れて
下さい。

実際に清掃を実
施した海岸の距
離を記載してくだ
さい。

海岸に漂着した
ゴミを回収した
場合は○を，そ
れ以外のゴミ
（海面に浮遊し
ているゴミ，河
口域の河岸や
水面上のゴミを
指す。）を回収し
た場合は△を付
けて下さい。

回収物が出水・洪水など
突発的な気象変動に
よって発生したものが多
くを占める場合は○を付
けて下さい。なお，異常
気象により遠隔地で発
生した大量の海ゴミが，
時間を掛けて漂流し，最
終的に海岸に漂着したも
のも，これに該当しま
す。

個々の海岸の清掃
に要した経費（県
補助基本額）を記
載して下さい。他の
海岸と一括して経
費（県補助基本額）
を計上している場
合は，代表海岸に
経費（県補助基本
額）を掲載し，その
他の海岸は「－」を
記載して下さい。な
お，総事業費と県
補助基本額が異な
る場合は，県補助
基本額の下段に括
弧書きで総事業費
を記載して下さい。
また，備考欄に一
括計上された海岸
の番号（左端の連
番）を全て記載して
下さい。

左に適用され
た県補助率を
記載して下さ
い。なお，定率
（9.5/10，9/10
又は8/10)とは
異なる補助率
となる場合は，
備考欄に当該
補助率の具体
的な算定方法
を記載して下
さい。

左により算出
された県の負
担額を記載し
て下さい。

一部事務組合
の負担を含み
ます。

・「市区町村名」
の区は東京都特
別区のことで
す。
・政令市につい
ては市名＋区名
を記載して下さ
い。

・総務省地
方公共団体
コードから該
当するコード
を選択して
下さい。
・東京都特
別区及び政
令市につい
ては「区」毎
にコードが
存在するの
で，区のコー
ドを記載して
下さい。

市区町村未
満の住所を
記載して下
さい。
・なお，政令
市は区名未
満の住所を
記載して下
さい。

・左欄で「島
しょ」を選択した
場合は具体的
な島しょ名を記
載して下さい。
・また，左欄以
外の島しょ（離
島振興の対象
とならない架橋
離島，無人島。
ただし，人工島
は除く。）で清
掃を行った場
合も，具体的な
島しょ名を記載
して下さい。

記載例 ○○県 ○○市 ○
○○市漂着
ごみ撤去処
理事業

○○海
水浴
場，○
○漁
港，○
○海浜
公園，
○○海
岸

2回 ○ 2.2km ○ ○
〇〇〇千円
（△△△千円）

9.5/10 ▲▲▲千円 ×××千円
〇〇町，〇〇市
〇〇区（政令市
の場合）

04-202（宮
城県石巻市
の例）

○○町○丁
目○番，大
字〇〇字〇
〇

◎ ○○島 ○ 2.0t 14.5m3

地図の添付；地図を別添し，海岸漂着物等を回収した海岸のおおよその中心に赤色等目立つ色でポイント(点）を付し，このエクセル表の左端の列の番号（連番）を振ってください。様式は自由です。（縮尺の目安は，１：1万２千５百～１：８万程度。）

清掃した海岸線の
長さ（単位：km)

個々の海岸毎
に分けて記載し
て下さい。地元
で通常呼称され
ている海岸名と
当該年度の清
掃回数（本事業
によるもの）を
記載して下さ
い。

地域区分

・該当する地域に◎を付けて下さい。
・複数回答可です。
・複数回答の場合は適用した県補助
率に該当する地域に◎を，それ以外
の地域に〇を付けて下さい。
・なお，「島しょ」とは離島振興法，小
笠原振興法，奄美振興法及び沖縄振
興法の対象地域を指します。

左の市町村
コード回収場所

市区町村名（事業
実施地域）

・清掃により回収した量を記
載して下さい。
・実際の重量や容積が不明
な場合は，換算係数を用いて
計算した換算値を記載してく
ださい。
・利用する換算係数は各都
道府県独自のもので構いま
せん。
・なお，都道府県から提供い
ただいたH25年度事業のデー
タに基づき，当室で算出した
全県11地点＋全県平均の換
算係数（重量に乗じる係数。
容積から重量を求める場合
はその逆数を乗じて下さ
い。）を以下に示しますので，
参考にして下さい。北海道西
部→7.24　北海道東部→5.70
日本海北部→7.64　太平洋
中部→6.45　日本海中部→
7.80　瀬戸内海→7.19　日本
海西部→7.83　東シナ海→
9.61　有明海・八代海→7.44
太平洋西部→8.28　南西諸
島→8.15　全県平均→7.71

該当するものに○をつけ
て下さい。

番号 事業主体名都道府県名
住所（事業
実施地域

の）
事業名

清掃地

出水・洪水等により発
生した海岸漂着物等

事業費(千円）海岸の種類(清掃地の）

・海岸の種類(清掃地の）に〇を付け
て下さい。
・複数回答可です。
・人工海岸(人工護岸等）の前面にあ
る砂浜等の自然海岸で回収する場合
は，人工海岸ではなく自然海岸を選
択して下さい。
・「その他の人工海岸」には消波ブ
ロック，捨て石海岸，傾斜護岸(石積
みを含む。）等が該当します。

事業主体の区分

該当する事業主体に〇を付けて下さい。

海岸管理者

島しょ名



人工
物

自然
物

不明
人工
物

自然
物

不明 春 夏 秋 冬 請負 委託 直轄
物品
等提
供

負担
金

その他
民間事
業者

ＮＰＯ，
住民等

地方自
治体
(職員
等）

重機の使
用

有償 無償
民間事
業者

ＮＰＯ，
住民等

地方自
治体

民間の
施設

地方自治
体の施設

海水
浴場
の景
観保
全

観光
地の
景観
保全

その
他の
景観
保全

自然
環境
の保
全

漁場
環境
の保
全

危険
物の
除去

その
他

定期
的に
清掃
してい
る海
岸

不定
期に
清掃
してい
る海
岸

初め
て清

掃した
海岸

焼却
埋め
立て

有効
利用

その
他

焼却
埋め
立て

有効
利用

その
他

西暦で記
載して下
さい。複
数記載
可です。

回収作業
に重機
(ビーチク
リーナを
含む。）を
使用した
場合は○
をつけて
下さい。ま
た，備考
欄に重機
の種類を
記載して
下さい。

当該清掃に
ついてNPO
等民間団体
と連携・協力
(共同開催，
役割分担な
ど）している
場合は○を
付けて下さ
い。備考欄に
連携している
民間団体の
名称を記載
して下さい。

回収した海
岸漂着物等
をリサイクル
している場合
は○を付け
て下さい。備
考欄にリサイ
クルの内容
を記載して下
さい。

・各欄で備考欄に記載することを
求められたものを記載して下さ
い。
・また，その他特記することが適
当なものがあれば，適宜記載して
下さい。

40% 50% 10% 70% 25% 5% ○ 　　◎
2015/7/
20～23

▲ ○ △ 〇 50人 40人 ◎ △ ◎ △ ○ ○ ○ ○ ○ 20.0% 50.0% 10.0% 20.0%

①回収したゴミの特徴；漁網が全
体の4割をしめる。 or 発砲スチ
ロールが全体の5割を占める。 or
外県ごみ，特にペットボトルが多
い。
②事業形態；ボランティアが回収
した海ゴミの処理のみを担当
③重機の種類；ビーチクリーナ
④民間団体との連携；NPO法人
○○
⑤リサイクルの状況；海藻○m3を
堆肥化
⑥事業費一括計上；①～⑥

 

 

・「有償」，「無償」それぞれ
の人数を記載してください。
可能であれば「延べ人数
（人・日）」で記載して下さ
い。
・「有償」とは清掃の代償と
して賃金の支払いを受けた
者を指します。なお，清掃を
請負又は受託した民間事
業者の従業員（本清掃に従
事した者のみ）や本清掃に
業務として参加した地方自
治体の職員は「有償」に該
当します。
・一方，賃金の支払いを受
けず交通費・弁当代・お茶
代の提供を受けた者は，
「無償」に該当します。
・清掃により回収した海ゴミ
の処理を担当する者や，清
掃場所の運営・監督・指揮
等を行う者も参加人数に含
めて下さい。

・個々の種類毎の割
合を％で記載してくだ
さい。概算や大まかな
数字で結構です。
・なお，備考欄に回収
したゴミの構成や内容
物に特徴がある場合
は，その特徴（例え
ば，「人工物のうちプ
ラスチックが50%，金
属が30%を占める」な
ど）を具体的に記載し
て下さい。

・清掃した者に○を付け
て下さい。
・「地方自治体(職員等）」
には都道府県，市町村
及び一部事務組合を含
みます。
・複数の団体・組織が清
掃した場合，過半（50%以
上）を回収した組織・団
体には○，過半に満たな
かった（50%未満）組織・
団体には△を付けてくだ
さい。

・該当するものに○を付けて下さい。なお，都道
府県が市町村（一部事務組合，広域連合を含
む。以下同じ。）に委託した場合は◎を，市町村
及びその他の民間団体の両者に委託した場合
は▲を記載して下さい。
・複数回答可です。
・物品等提供とは，ボランティア等に対する清掃
用物品等の提供(ゴミ箱等保管場所の設置を含
む。），交通手段の提供等を指します。なお，現
物の提供ではなく，それらを購入又はレンタル
する費用の提供でも構いません。
・その他を選択した場合は，備考欄に簡単にそ
の内容を記載して下さい。

・該当するものに○をつけて下さ
い。
・複数回答可です。その際，一番
回収量が多かった季節に◎を付
けて下さい。
（　春は4月～6月，夏は7月～9
月，
　秋は10月～12月，冬は1月～3
月とします。）

リサイクルの
実施状況

実際に海岸で清掃した者

・処分を行った施
設に○を付けて下
さい。
・なお，民間及び
地方自治体の両
施設で処分を行っ
た場合，回収した
ゴミの過半（50%以
上）を処分した施
設には◎，過半に
満たなかった（50%
未満）施設には△
を付けて下さい。

・運搬作業を行った者に
○を付けて下さい。
・清掃を行った者が運搬
を行った場合は◎を付け
て下さい。
・「地方自治体」には都
道府県，市町村及び一
部事務組合を含みます。
・複数の組織・団体が運
搬作業を行った場合，過
半（50%以上）を運搬した
組織・団体には○(清掃
も行った場合は◎），過
半に満たなかった（50%
未満）組織・団体には△
（清掃も行った場合は
□）を付けてください。

・該当するものに〇
をつけて下さい。
・「定期的に清掃」と
は毎年海水浴シーズ
ンの前に行っている
海岸とか，３年に一
度は必ず実施してい
る海岸などであり，
「不定期に清掃」とは
決まった特定の時期
には行っていないも
のの，１年に１回と
か，数年に１回とか
は必ず清掃している
海岸を指す。「初めて
清掃」とは前述の「定
期清掃」及び「不定
期に清掃」のいずれ
にも該当しない海岸
を指します。

回収物の内訳(重
量）

・個々の種類毎の割
合を％で記載してくだ
さい。概算や大まかな
数字で結構です。
・なお，備考欄に回収
したゴミの構成や内容
物に特徴がある場合
は，その特徴（例え
ば，「人工物のうちプ
ラスチックが50%，金
属が30%を占める」な
ど）を具体的に記載し
て下さい。

清掃した季節
回収物の内訳(容

積）
処理方法（民間の施設）

清掃
年月日

備　　考

清掃に参加した人数事業形態
清掃した海岸の区

分
清掃目的

NPO等民間団
体との連携

処理方法（公共の施設）

・処理したごみの割合（重量ベース）を処理施設及び方法
別に記載してください。

・該当するものに○をつけて下さい。
・複数回答可です。

回収した海岸漂着物等を
運搬した者

回収した海岸漂
着物等を処分し

た施設



【別紙2】　漂流物及び海底の堆積物の回収・処理の状況 
回収量
（重量）

回収量
（容積）

都道府県 市町村
一部事務

組合
広域連合 海域名 清掃回数

海上漂流
物

海底堆積
物

県補助基本額
(千円）

県補助率
県補助金
(千円）

市町村負
担

（千円）
区分 市区町村名市町村コード 住所 島しょ

半島振興
法対象地
域

過疎法対
象地域

有明・八
代法対象

地域
その他 （単位：t)

（単位：
m3）

人工物 自然物 不明 人工物 自然物 不明

連番を記
載して下
さい。

都道府県
名又は市
町村名を
記載して
下さい。
（一部事
務組合及
び広域連
合を含
む）

都道府県
又は市町
村（一部
事務組合
及び広域
連合を含
む）の事
業名を入
れて下さ
い。

回収物が出水・洪水など
突発的な気象変動に
よって発生したものが多
くを占める場合は○を付
けて下さい。なお，異常
気象により遠隔地で発
生した大量の海洋ごみ
が，時間を掛けて漂流し
てきたものも，これに該
当します。

個々の海域の清
掃に要した経費
（県補助基本額）
を記載して下さ
い。他の海域と一
括して経費（県補
助基本額）を計上
している場合は，
代表海域に経費
（県補助基本額）
を掲載し，その他
の海域は「－」を
記載して下さい。
なお，総事業費と
県補助基本額が
異なる場合は，県
補助基本額の下
段に括弧書きで
総事業費を記載
して下さい。ま
た，備考欄に一
括計上された海
域の番号（左端
の連番）を全て記
載して下さい。

左に適用
された県
補助率を
記載して
下さい。
なお，複
数の補助
率を按分
したもの
である場
合は，備
考欄に具
体的な算
定方法を
記載して
下さい。

左により
算出され
た県の負
担額を記
載して下
さい。

一部事務
組合の負
担を含み
ます。

・右３つの欄につ
いては，回収した
ゴミを陸揚げした
場所(陸揚げ地）
の住所を記載し
て下さい。
・なお，「陸揚げ
地」が本事業に
より直接受益す
る地域（受益地）
の外部に存する
場合は，「受益
地」を記載して下
さい。
・本欄には，「陸
揚げ地」と「受益
地」の区別を記
号により記載して
下さい。具体的
には，「陸揚げ
地」の場合は○
を，「受益地」の
場合は△を記載
して下さい。

・本欄に
は市区町
村名を記
載して下
さい。「市
区町村
名」の区
は東京都
特別区の
ことです。
・政令市
について
は市名＋
区名を記
載して下
さい。

・本欄に
は左欄の
市区町村
に対応す
る総務省
地方公共
団体コー
ドを記載
して下さ
い。
・東京都
特別区及
び政令市
について
は「区」毎
にコード
が存在す
るので，
区のコー
ドを記載
して下さ
い。

・本欄には市区
町村未満の住
所を記載して下
さい。
・なお，政令市
は区名未満の
住所を記載して
下さい。
・陸揚げ地に具
体的な港湾名
又は漁港名が
ある場合は，そ
の名称を住所
の末尾に括弧
書きで記載して
下さい。

・左欄で「島
しょ」を選択
した場合は
具体的な島
しょ名を記
載して下さ
い。
・また，左欄
以外の島
しょ（離島振
興の対象と
ならない架
橋離島，無
人島。ただ
し，人工島
は除く。）で
清掃を行っ
た場合も，
具体的な島
しょ名を記
載して下さ
い。

記載例 ○○県 ○○市 ○

○○市漂
流ごみ撤
去処理事
業

○○海
域，○○
地先海域

2回 ○ ○
〇〇〇千円
（△△△千円）

9.5/10
▲▲▲千
円

×××千
円

△

〇〇町，
〇〇市〇
〇区（政
令市の場
合）

04-202
（宮城県
石巻市の
例）

○○町○丁目
○番，大字〇〇
字〇〇

◎ ○○島 2.0t 14.5m3 40% 50% 10% 40% 50% 10%

地図の添付；地図を別添し，海上漂流物又は海底堆積物を回収した海域のおおよその範囲〇で囲うとともに，陸揚げ地にポイント(点）を付して下さい。（海上漂流物と海底堆積物で色を変えて下さい。また，使用する色は赤色等目立つ色にして下さい。）なお，〇のおおよその中心及び陸揚げ地のポイント(点）の付近に，このエクセル表の左端の列の番号（連番）を振ってください。様式は自由です。（縮尺の目安は，１：1万２千５百～１：８万程度。）

・「海上漂流物」又は
「海底堆積物」のい
ずれかに〇を付けて
下さい。・なお，両者
が混在している場合
は，主となる方に◎
を従となる方に〇を
付けて下さい。

都道府県名
事業主
体名

事業名

清掃海域 回収物の種類 回収物の内訳(重量）

出水・洪水等により発
生した海洋ごみ

島しょ名

事業費(千円）

・個々の種類毎の割合を％で記
載してください。概算や大まか
な数字で結構です。
・なお，備考欄に回収したゴミの
構成や内容物に特徴がある場
合は，その特徴（例えば，「人工
物のうちプラスチックが50%，金
属が30%を占める」など）を具体
的に記載して下さい。

個々の海域毎に分
けて記載して下さ
い。地元で通常呼称
されている海域名と
当該年度の清掃回
数（本事業によるも
の）を記載して下さ
い。

・左欄の「陸揚げ地」又は「受益地」に該当する地域区
分に◎を付けて下さい。
・複数回答可です。
・複数回答の場合は適用した県補助率に該当する地
域に◎を，それ以外の地域に〇を付けて下さい。
・なお，「島しょ」とは離島振興法，小笠原振興法，奄
美振興法及び沖縄振興法の対象地域を指します。

・清掃により回収した
量を記載して下さ
い。
・実際の重量や容積
が不明な場合は，換
算係数を用いて計算
した換算値を記載し
てください。
・利用する換算係数
は各都道府県独自
のもので構いませ
ん。

・個々の種類毎の割合を％で記
載してください。概算や大まか
な数字で結構です。
・なお，備考欄に回収したゴミの
構成や内容物に特徴がある場
合は，その特徴（例えば，「人工
物のうちプラスチックが50%，金
属が30%を占める」など）を具体
的に記載して下さい。

陸揚地（又は受益地） 地域区分 回収物の内訳(容積）事業主体の区分

・該当する事業主体に〇を付けて下さい。



春 夏 秋 冬 請負 委託 直轄
物品等提

供
負担金 その他

民間事業
者

ＮＰＯ，住
民等

地方自治
体(職員

等）
回収手段 有償 無償

民間事業
者

ＮＰＯ，住
民等

地方自治
体

民間の施
設

地方自治
体の施設

景観の保
全

自然環境
の保全

漁場環境
の保全

危険物の
除去

その他 焼却
埋め
立て

有効
利用

その
他

焼却
埋め
立て

有効
利用

その
他

西暦で記
載して下
さい。複
数記載可
です。

「清掃(海上で
の）」と「回収
（陸上での）」の
双方を本事業
の対象とした場
合は◎を，「回
収（陸上での）」
のみを本事業
の対象とした場
合は〇を，「清
掃(海上での）」
のみを本事業
の対象とした場
合は△を記載し
て下さい。

回収作業に用
いた具体的な手
法を記載して下
さい。具体的に
は，「漁船」の場
合は○を，「商
船」の場合は◎
を，「官公庁船
(独法船を含
む）」の場合は
△を，「その他
の船舶」の場合
は□を記載して
下さい。なお，
「その他船舶」
の場合は備考
欄に具体的な
船舶の種類を
記載して下さ
い。

当該清掃
について
NPO等民
間団体と
連携・協
力(共同
開催，役
割分担な
ど）してい
る場合は
○を付け
て下さ
い。備考
欄に連携
している
民間団体
の名称を
記載して
下さい。

回収した
ゴミをリサ
イクルし
ている場
合は○を
付けて下
さい。備
考欄にリ
サイクル
の内容を
記載して
下さい。

・各欄で備考欄
に記載することを
求められたもの
を記載して下さ
い。
・また，その他特
記することが適
当なものがあれ
ば，適宜記載し
て下さい。

○ ◎
2015/7/2
0～23

◎ ○ ○ △ □ 50人 40人 ◎ △ ○ △ ○ ○ ○ 20.0% 50.0% 10.0% 20.0%

①回収したゴミの
特徴；漁網が全
体の4割をしめ
る。 or 発砲スチ
ロールが全体の
5割を占める。 or
外県ごみ，特に
ペットボトルが多
い。
②事業形態；ボラ
ンティアが回収し
た海ゴミの処理
のみを担当
③回収手段；サ
ルベージ船
④民間団体との
連携；NPO法人
○○
⑤リサイクルの
状況；海藻○m3
を堆肥化
⑥事業費一括計
上；①～⑥

地図の添付；地図を別添し，海上漂流物又は海底堆積物を回収した海域のおおよその範囲〇で囲うとともに，陸揚げ地にポイント(点）を付して下さい。（海上漂流物と海底堆積物で色を変えて下さい。また，使用する色は赤色等目立つ色にして下さい。）なお，〇のおおよその中心及び陸揚げ地のポイント(点）の付近に，このエクセル表の左端の列の番号（連番）を振ってください。様式は自由です。（縮尺の目安は，１：1万２千５百～１：８万程度。）

清掃した季節

清掃
年月日

備　　考

・該当するものに○をつけて下さい。
・複数回答可です。その際，一番回収量が
多かった季節に◎を付けて下さい。
（　春は4月～6月，夏は7月～9月，
　秋は10月～12月，冬は1月～3月としま
す。）

・該当するものに○を付けて下さい。なお，都道府県が市町村
（一部事務組合，広域連合を含む。以下同じ。）に委託した場合
は◎を，市町村及びその他の民間団体の両者に委託した場合
は▲を記載して下さい。
・複数回答可です。
・物品等提供とは，ボランティア等に対する清掃用物品等の提供
(ゴミ箱等保管場所の設置を含む。），交通手段の提供等を指し
ます。なお，現物の提供ではなく，それらを購入又はレンタルする
費用の提供でも構いません。
・その他を選択した場合は，備考欄に簡単にその内容を記載して
下さい。

・清掃した者に○を付けて下さ
い。
・「地方自治体(職員等）」には都
道府県，市町村及び一部事務
組合を含みます。
・複数の団体・組織が清掃した
場合，過半（50%以上）を回収し
た組織・団体には○，過半に満
たなかった（50%未満）組織・団
体には△を付けてください。

事業形態

事業対象

清掃目的

NPO等民
間団体と
の連携

実際に海洋ごみを回収した者 清掃に参加した人数 回収した海洋ごみを運搬した者
回収した海洋ごみ
を処分した施設

処理方法（公共の施設） 処理方法（民間の施設）

・処理したごみの割合（重量ベース）を処理施設及び方法
別に記載してください。

リサイクル
の実施状

況

・「有償」，「無償」それぞれの
人数を記載してください。可能
であれば「延べ人数（人・日）」
で記載して下さい。
・「有償」とは清掃の代償とし
て賃金の支払いを受けた者を
指します。なお，清掃を請負
又は受託した民間事業者の
従業員（本清掃に従事した者
のみ）や本清掃に業務として
参加した地方自治体の職員
は「有償」に該当します。
・一方，賃金の支払いを受け
ず交通費・弁当代・お茶代の
提供を受けた者は，「無償」に
該当します。
・清掃により回収したゴミの処
理を担当する者や，清掃場所
の運営・監督・指揮等を行う
者も参加人数に含めて下さ
い。

・運搬作業を行った者に○を付
けて下さい。
・清掃を行った者が運搬を行っ
た場合は◎を付けて下さい。
・「地方自治体」には都道府県，
市町村及び一部事務組合を含
みます。
・複数の組織・団体が運搬作業
を行った場合，過半（50%以上）
を運搬した組織・団体には○(清
掃も行った場合は◎），過半に
満たなかった（50%未満）組織・
団体には△（清掃も行った場合
は□）を付けてください。

・処分を行った施設
に○を付けて下さ
い。
・なお，民間及び地
方自治体の両施設
で処分を行った場
合，回収したゴミの
過半（50%以上）を処
分した施設には◎，
過半に満たなかった
（50%未満）施設には
△を付けて下さい。

・該当するものに○をつけて下さい。
・複数回答可です。



県補助基本額
(千円）

県補助率
県補助金
(千円）

市町村負担
（千円）

島しょ
半島振
興法対
象地域

過疎法
対象地
域

有明・
八代法
対象地
域

その
他

県内
全域

複数
市町
村

市町
村内
全域

市町
村内
の一
部

記載に当たっ
ての留意事項

連番を
記載し
て下さ
い。

「回収処理事業」
又は「発生抑制
対策事業」のい
ずれで購入した
ものか，該当す
る方を記載して
下さい。「回収処
理事業」で購入
した場合は「回
収」と，「発生抑
制対策事業」で
購入した場合は
「抑制」と記載し
て下さい。

都道府県又
は市町村
（一部事務
組合を含
む）の事業
名を入れて
下さい。

都道府県名又
は市区町村名
（一部事務組
合を含む）を記
載して下さい。
なお，事業の
委託先が備品
を購入した場
合は，事業主
体の下段に括
弧書きで委託
先の名称を記
載して下さい。

購入した品
目を記載す
る。

購入費＋運搬費・設置費
の合計額を記載して下さ
い。購入金額の総額と県
補助基本額が異なる場合
は，県補助基本額の下段
に括弧書きで購入金額の
総額を記載して下さい。

左に適用され
た県補助率を
記載して下さ
い。なお，定率
（9.5/10，9/10
又は8/10)とは
異なる補助率
となる場合は，
備考欄に当該
補助率の具体
的な算定方法
を記載して下
さい。

左により算出
された県の負
担額を記載し
て下さい。

一部事務組合
の負担を含み
ます。

購入の目的と用途を具体的かつ
簡潔に記載して下さい。

西暦で納品日を
記載して下さ
い。

単価50万円を超
える備品につい
て処分制限期間
（減価償却資産
の耐用年数に関
する省令(昭和４
０年大蔵省令第
１５号）に定める
期間）を記入して
下さい。

購入した備品を実
際に管理する者を
記載して下さい。

購入した備品の管
理･利用計画を作
成している場合は
「〇」を，作成して
いない場合は「×」
を記載して下さ
い。

記入例 1 　　　　回収 〇〇県 〇〇事業 〇〇町
ビーチクリー
ナー

〇〇〇千円
（△△△千円）

9/10 ▲▲▲千円 ×××千円 ○ ○
漂着ゴミの効率的な回収と作業
の安全の確保に資する。

（西暦）〇年〇
月○日

○年
〇〇町○○部○
課〇〇係

○

・本備品を使用する地域に印を付けて下さ
い。
・上記地域のうち県補助率の算定に含まれ
る地域に◎を，それ以外の地域に〇を付け
て下さい。
・なお，「島しょ」とは離島振興法，小笠原振
興法，奄美振興法及び沖縄振興法の対象
地域を指します。

・本備品を使用する地域に〇
を付けて下さい。
・全沿海市町村で使用する場
合は「県内全域」を選択して
下さい。
・市町村内の全沿海域で使用
する場合は「市町村内全域」
を選択して下さい。

備　考管理責任者
管理･利用
計画の有無

事業対象地域(※１）

購入年月日 処分制限期間

購入金額(千円）

【別紙３】　備　品　購　入

番号 都道府県名 事業名
事業実施主

体
目　的区　分

事業対象地域(※２）

備品名



県補助基本額
(千円）

県補助率 県補助金
(千円）

市町村負担
（千円）

島しょ
半島振
興法対
象地域

過疎
法対
象地
域

有明・八
代法対
象地域

その
他

県内
全域

複数
市町
村

市町
村内
全域

市町
村内
の一
部

記載に当たって
の留意事項

連番を
記載し
て下さ
い。

「回収処理事業」
又は「発生抑制
対策事業」のい
ずれで購入した
ものか，該当す
る方を記載して
下さい。「回収処
理事業」で購入
した場合は「回
収」と，「発生抑
制対策事業」で
購入した場合は
「抑制」と記載し
て下さい。

都道府県又は
市町村（一部
事務組合を含
む）の事業名を
入れて下さい。

都道府県名
又は市区町
村名（一部
事務組合を
含む）を記
載して下さ
い。

調査・研究事業を
全て外注した場合
は「〇」を，一部を
外注した場合は△
を記載して下さい。
なお，都道府県が
市町村（一部事務
組合，広域連合を
含む。）に事業の全
てを委託した場合
は◎を，市町村に
事業の一部を委託
し残りの事業を都
道府県自ら実施し
た場合は▲を記載
して下さい。また，
都道府県が事業の
一部を市町村（一
部事務組合，広域
連合を含む。）に委
託し，残りの事業を
市町村以外の者に
外注している場合
は□を記載して下さ
い。

総事業費と県補助基本
額が異なる場合は，県補
助基本額の下段に括弧
書きで総事業費を記載し
て下さい。

左に適用され
た県補助率を
記載して下さ
い。なお，定
率（9.5/10，
9/10又は
8/10)とは異な
る補助率とな
る場合は，備
考欄に当該補
助率の具体的
な算定方法を
記載して下さ
い。

左により算出
された県の負
担額を記載し
て下さい。

一部事務組合
の負担を含み
ます。

年間を通じて行う場
合は「周年」と記載し
て下さい。記載は月
まででも構いません。

フィールドがある場合
は，その場所の具体
名を記載して下さい。

調査・研究の目的を具体的かつ
簡潔に記載して下さい。

調査・研究の内容を具体的かつ
簡潔に記載して下さい。

外部の第三者が
成果物（報告書
等）の閲覧を希望
した場合におけ
る，その可否を記
載して下さい。閲
覧可能な場合は
「可」と，不可の場
合は「否」と記載し
て下さい。

左の閲覧が可能
な場合の連絡先
を記載して下さ
い。

成果物（報告書等）を閲覧でき
るWebがあれば，そのアドレス
を記載して下さい。

記入例 1 　　　　抑制 〇〇県 〇〇事業 〇〇町 ○ 〇〇〇千円
（△△△千円）

9/10 ▲▲▲千円 ×××千円 ○ ○
（西暦）〇年〇月～△
月

〇〇町〇〇川河川敷

海ゴミの原因の一つである河川ゴ
ミの分布を把握し，効率的な収集
方法や減量対策について検討を
行う。

〇〇川の河川敷においてゴミを
採取し，分布量を含めた分布図を
作成するとともに，採取したゴミを
分類・分析することにより河川流
域に存する発生源の特定に努め
る。

　　　　　可

○○町〇〇部〇
〇課〇〇係TEL
〇〇-〇〇-○○
○○

http://------.umigomi.lg.jp/--
----

【別紙４】　調　査　･　研　究　事　業

区　分

事業実施地域(※１） 事業実施地域(※２）

・本事業の対象地域に印を付けて下さ
い。
・対象地域のうち県補助率の算定に含ま
れる地域に◎を，それ以外の地域に〇を
付けて下さい。
・なお，「島しょ」とは離島振興法，小笠原
振興法，奄美振興法及び沖縄振興法の
対象地域を指します。

・本事業の対象地域に〇を
付けて下さい。
・全沿海市町村で本事業を
実施する場合は「県内全域」
を選択して下さい。
・市町村の全沿海域で本事
業を実施する場合は「市町村
内全域」を選択して下さい。

事業費(千円）

事業の内容
成果物の閲覧の

可否
番号 都道府県名 事業名 備　考

事業実施
主体

外注の有無 webアドレス
（成果物を公表している場合）

問い合わせ先
実施年月日
又は実施期間

実施場所 目的

http://------.umigomi.lg.jp/------#
http://------.umigomi.lg.jp/------#


県補助基本額
(千円）

県補助率
県補助金
(千円）

市町村負担
（千円）

島しょ
半島振
興法対
象地域

過疎法
対象地
域

有明・
八代法
対象地
域

その
他

県内
全域

複数
市町
村

市町
村内
全域

市町
村内
の一
部

記載に当たって
の留意事項

連番を
記載し
て下さ
い。

都道府県又は市
町村（一部事務組
合を含む）の事業
名を入れて下さ
い。

都道府県名
又は市区町
村名（一部
事務組合を
含む）を記載
して下さい。

普及・啓発事業を全て外
注した場合は「〇」を，一
部を外注した場合は△を
記載して下さい。なお，
都道府県が市町村（一
部事務組合，広域連合
を含む。）に事業の全て
を委託した場合は◎を，
市町村に事業の一部を
委託し残りの事業を都道
府県自ら実施した場合
は▲を記載して下さい。
また，都道府県が事業
の一部を市町村（一部事
務組合，広域連合を含
む。）に委託し，残りの事
業を市町村以外の者に
外注している場合は□を
記載して下さい。

総事業費と県補助基本
額が異なる場合は，県補
助基本額の下段に括弧
書きで総事業費を記載し
て下さい。

左に適用され
た県補助率を
記載して下さ
い。なお，定率
（9.5/10，9/10
又は8/10)とは
異なる補助率
となる場合
は，備考欄に
当該補助率の
具体的な算定
方法を記載し
て下さい。

左により算出
された県の負
担額を記載し
て下さい。

一部事務組合
の負担を含み
ます。

年間を通じて行う場合
は「周年」と記載して下
さい。記載は月までで
も構いません。

実施場所がある
場合は，市町村
名＋地名（又は
会場名）を記載
して下さい。ま
た，メディアを用
いた場合は，そ
の種類（例えば
「新聞」，「テレ
ビ」等）を記載し
て下さい。なお，
他県で実施した
場合は県名＋
市町村名を，他
県で行った場合
は県名＋都市
名を記載して下
さい。

普及・啓発の目的を具体的かつ簡
潔に記載して下さい。

普及・啓発の内容を具体的かつ
簡潔に記載して下さい。

外部の第三者が成
果物（報告書等）の
閲覧を希望した場
合における，その
可否を記載して下
さい。閲覧可能な
場合は「可」と，不
可の場合は「否」と
記載して下さい。

左の閲覧が可能
な場合の連絡先を
記載して下さい。

成果物（報告書等）を閲覧でき
るWebがあれば，そのアドレス
を記載して下さい。

記入例 1 〇〇県 〇〇事業 〇〇町 ○ 〇〇〇千円
（△△△千円）

9/10 ▲▲▲千円 ×××千円 ○ ○ （西暦）〇年〇月〇日 〇〇町〇〇会館

町民に対して管内の漂着のゴミの
現状と問題を周知することにより，
漂着ゴミに対する町民の関心と問
題意識を醸成に資する。

町民を対象としたシンポジウムを
開催し，NPO等による町内での取
り組みを紹介するとともに，専門
家による講演を行い，その後出席
者を交えた自由討論を行った。

　　　　　可

○○町〇〇部〇
〇課〇〇係TEL
〇〇-〇〇-○○
○○

http://------.umigomi.lg.jp/-
-----

事業費(千円）

・本事業の対象地域に印を付けて下さ
い。
・対象地域のうち県補助率の算定に含ま
れる地域に◎を，それ以外の地域に〇を
付けて下さい。
・なお，「島しょ」とは離島振興法，小笠原
振興法，奄美振興法及び沖縄振興法の
対象地域を指します。

事業対象地域(※２）

・本事業の対象地域に〇を付
けて下さい。
・全沿海市町村が対象地域と
なる場合は「県内全域」を選
択して下さい。
・市町村の全沿海域が対象と
なる場合は「市町村内全域」
を選択して下さい。

問い合わせ先
webアドレス

（成果物を公表している場
合）

実施年月日
又は実施期間

実施場所又は
手法

目的 備　考事業の内容
成果物の閲覧の

可否

事業対象地域(※１）

【別紙５】　普　及　･　啓　発　事　業

番号 都道府県名 事業名 事業主体 外注の有無

http://------.umigomi.lg.jp/------#
http://------.umigomi.lg.jp/------#


県補助基本額
(千円）

県補助率
県補助金
(千円）

市町村負担
（千円）

島しょ
半島振
興法対
象地域

過疎
法対
象地
域

有明・
八代法
対象地
域

その
他

県内
全域

複数
市町
村

市町
村内
全域

市町
村内
の一
部

記載に当たっ
ての留意事項

連番を
記載し
て下さ
い。

都道府県又は市
町村（一部事務組
合を含む）の事業
名を入れて下さ
い。

都道府県名
又は市区町
村名（一部
事務組合を
含む）を記
載して下さ
い。

連携・交流事業の
全てを外注した場
合は「〇」を，一部
を外注した場合は
△を記載して下さ
い。なお，都道府県
が市町村（一部事
務組合，広域連合
を含む。）に事業の
全てを委託した場
合は◎を，市町村
に事業の一部を委
託し残りの事業を
都道府県自ら実施
した場合は▲を記
載して下さい。ま
た，都道府県が事
業の一部を市町村
（一部事務組合，広
域連合を含む。）に
委託し，残りの事業
を市町村以外の者
に外注している場
合は□を記載して
下さい。

総事業費と県補助基本
額が異なる場合は，県
補助基本額の下段に括
弧書きで総事業費を記
載して下さい。

左に適用され
た県補助率を
記載して下さ
い。なお，定率
（9.5/10，9/10
又は8/10)と
は異なる補助
率となる場合
は，備考欄に
当該補助率の
具体的な算定
方法を記載し
てさい。

左により算出
された県の負
担額を記載し
て下さい。

一部事務組合
の負担を含み
ます。

年間を通じて行う場合
は「周年」と記載して下
さい。記載は「月」まで
でも構いません。

県内の場合は，
市町村名＋地
名（又は会場
名）を記載して
下さい。また，
他県の場合は
県名＋市町村
名を，他県で
行った場合はそ
の県名と都市名
を記載して下さ
い。

連携・交流の目的を具体的かつ簡潔
に記載して下さい。

連携・交流の内容を具体的かつ
簡潔に記載して下さい。

外部の第三者が
成果物（報告書
等）の閲覧を希望
した場合におけ
る，その可否を記
載して下さい。閲
覧可能な場合は
「可」と，不可の場
合は「否」と記載し
て下さい。

左の閲覧が可能
な場合の連絡先
を記載して下さ
い。

成果物（報告書等）を閲覧できる
Webがあれば，そのアドレスを記
載して下さい。

記入例 1 〇〇県 〇〇事業 〇〇町 ○
〇〇〇千円
（△△△千円）

9/10 ▲▲▲千円 ×××千円 ○ ○ （西暦）〇年〇月〇日 〇〇町〇〇会館
同一町内の山間部と海岸部に居住
する者との交流を通じ，河川等を起
源とする海ゴミの発生抑制に資する。

山間部の○○集落と海岸部の△
△町の住民を対象としたシンポジ
ウムを開催し，講師による講演と
出席者による自由討論を行った。

　　　　　可

○○町〇〇部〇
〇課〇〇係TEL
〇〇-〇〇-○○
○○

http://------.umigomi.lg.jp/----
--

事業対象地域(※２）

・本事業の対象地域に印を付けて下さ
い。
・対象地域のうち県補助率の算定に含
まれる地域に◎を，それ以外の地域に
〇を付けて下さい。
・なお，「島しょ」とは離島振興法，小笠
原振興法，奄美振興法及び沖縄振興
法の対象地域を指します。

・本事業の対象地域に〇を
付けて下さい。
・全沿海市町村が対象地域
となる場合は「県内全域」を
選択して下さい。
・市町村の全沿海域が対象
となる場合は「市町村内全
域」を選択して下さい。

問い合わせ先
webアドレス

（成果物を公開している場合）
開催地 目的 事業の内容

成果物の閲覧の
可否

備　考

【別紙６】　連　携　･　協　力　事　業

番号 都道府県名 事業名 事業主体 外注の有無
開催年月日
又は開催期間

事業対象地域(※１）事業費(千円）

http://------.umigomi.lg.jp/------#
http://------.umigomi.lg.jp/------#


県補助基本額(千円） 県補助率
県補助金(千

円）
市町村負担
（千円）

島しょ
半島振
興法対
象地域

過疎法
対象地
域

有明・八
代法対
象地域

その
他

県内
全域

複数
市町
村

市町
村内
全域

市町
村内
の一
部

記載に当たって
の留意事項

連番を
記載し
て下さ
い。

都道府県又は市
町村（一部事務組
合を含む）の事業
名を入れて下さ
い。

都道府県名
又は市区町
村名（一部
事務組合を
含む）を記載
して下さい。

協議会・検討会の
運営事務を全て外
注した場合は「〇」
を，一部を外注した
場合は△を記載し
て下さい。なお，都
道府県が市町村
（一部事務組合，広
域連合を含む。）に
事業の全てを委託
した場合は◎を，市
町村に事業の一部
を委託し残りの事業
を都道府県自ら実
施した場合は▲を
記載して下さい。ま
た，都道府県が事
業の一部を市町村
（一部事務組合，広
域連合を含む。）に
委託し，残りの事業
を市町村以外の者
に外注している場合
は□を記載して下さ
い。

総事業費と県補助基本
額が異なる場合は，県
補助基本額の下段に括
弧書きで総事業費を記
載して下さい。

左に適用され
た県補助率を
記載して下さ
い。なお，定率
（9.5/10，9/10
又は8/10)とは
異なる補助率
となる場合は，
備考欄に当該
補助率の具体
的な算定方法
を記載して下
さい。

左により算出
された県の負
担額を記載し
て下さい。

一部事務組合
の負担を含み
ます。

年間の開催回数を記
載して下さい。

検討会・協議会
の名称を記載し
て下さい。

協議会・検討会の目的を記載して下さ
い。

委員の全体員数を
記載した後に，括
弧書きで出身分野
別（自治体，NPO，
大学，企業，個人
等）の員数を記載し
て下さい。

記入例 1 〇〇県 〇〇事業 〇〇町 ○
〇〇〇千円
（△△△千円）

9/10 ▲▲▲千円 ×××千円 ○ ○ 　　　　　　　３回
〇〇町海ゴミ対
策協議会

〇〇町における年間の海ゴミ回収計画
と関連する調査等について検討し意見を
述べる。

９人（自治体２人，
NPO２人，大学３
人，漁業関係者２
人）

名称 目的 構成員数及び
所属別員数

備　考

【別紙７】　協議会・検討会　（連携･協力事業に記載したものを除く）

番号 都道府県名 事業名 事業実施
主体

外注の有無

事業対象地域(※１） 事業対象地域(※２）

・本事業の対象地域に印を付けて下さい。
・対象地域のうち県補助率の算定に含まれ
る地域に◎を，それ以外の地域に〇を付
けて下さい。
・なお，「島しょ」とは離島振興法，小笠原振
興法，奄美振興法及び沖縄振興法の対象
地域を指します。

・本事業の対象地域に〇を付
けて下さい。
・全沿海市町村が対象地域と
なる場合は「県内全域」を選
択して下さい。
・また，市町村の全沿海域が
対象となる場合は「市町村内
全域」を選択して下さい。

開催回数（年間）

事業費(千円）



県補助基本額(千円） 県補助率
県補助金(千

円）
市町村負担
（千円）

島しょ

半島
振興
法対
象地
域

過疎法
対象地
域

有明・
八代法
対象地
域

その
他

県内
全域

複数
市町
村

市町
村内
全域

市町
村内
の一
部

記載に当たって
の留意事項

都道府県又は市
町村（一部事務組
合を含む）の事業
名を入れて下さ
い。

都道府県名
又は市区町
村名（一部
事務組合を
含む）を記載
して下さい。

事業を全て外注した場
合は「〇」を，一部を外
注した場合は△を記載
して下さい。なお，都道
府県が市町村（一部事
務組合，広域連合を含
む。）に事業の全てを
委託した場合は◎を，
市町村に事業の一部
を委託し残りの事業を
都道府県自ら実施した
場合は▲を記載して下
さい。また，都道府県
が事業の一部を市町
村（一部事務組合，広
域連合を含む。）に委
託し，残りの事業を市
町村以外の者に外注
している場合は□を記
載して下さい。

総事業費と県補助基本
額が異なる場合は，県補
助基本額の下段に括弧
書きで総事業費を記載し
て下さい。

左に適用され
た県補助率を
記載して下さ
い。なお，定率
（9.5/10，9/10
又は8/10)とは
異なる補助率
となる場合は，
備考欄に当該
補助率の具体
的な算定方法
を記載して下
さい。

左により算出
された県の負
担額を記載し
て下さい。

一部事務組合
の負担を含み
ます。

年間を通じて行う場合
は「周年」と記載して下
さい。記載は月までで
も構いません。

県内の場合は，
市町村名＋地
名（又は会場
名）を記載して
下さい。また，他
県の場合は県
名＋市町村名
を，他県で行っ
た場合はその県
名と都市名を記
載して下さい。

事業を目的を具体的かつ簡潔に記載して
下さい。

事業の具体的な内容を簡潔に記
載して下さい。

成果物（報告書等）
の有無について記
載して下さい。有る
場合は「〇」を，無
い場合は「×」を記
載して下さい。

左の閲覧が可能な場合の
連絡先を記載して下さい。

記入例 1 〇〇県 〇〇事業 〇〇町 ○
〇〇〇千円
（△△△千円）

9/10 ▲▲▲千円 ×××千円 ○ ○ （西暦）〇年〇月〇日 〇〇町〇〇会館 ○
○○町〇〇部〇〇課〇〇
係TEL　〇〇-〇〇-○○○
○

問い合わせ先

事業対象地域(※２）

実施年月日 実施場所 目的 事業の内容 成果物の有無

・本事業の対象地域に印を付けて下さ
い。
・対象地域のうち県補助率の算定に含ま
れる地域に◎を，それ以外の地域に〇
を付けて下さい。
・なお，「島しょ」とは離島振興法，小笠原
振興法，奄美振興法及び沖縄振興法の
対象地域を指します。

・本事業の対象地域に〇を付
けて下さい。
・全沿海市町村が対象地域と
なる場合は「県内全域」を選
択して下さい。
・市町村内の全沿海域が対象
となる場合は「市町村内全域」
を選択して下さい。

【別紙８】　そ　の　他　の　事　業

番号 都道府県名 事業名 事業主体 外注の有無

事業対象地域(※１）事業費(千円）


